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(57)【要約】
【課題】受信回路部における共振周波数を安定させるこ
とができると共に、配線を長く引き回しても情報信号の
減衰を抑えることができ、通信品質を向上させることが
できる通信装置を提供すること。
【解決手段】人体２を介して通信を行う通信装置３にお
いて、人体２の一部と接続または容量結合される受信電
極５と、一端が受信電極５に接続されたケーブル部６と
、ケーブル部６の他端に接続され、通信信号帯域で共振
して必要な周波数成分を取り出す受信回路部８と、ケー
ブル部６と受信回路部８との間に設けられた結合用コン
デンサ７と、ケーブル部６と受信回路の基準電位との間
に形成される寄生容量Ｃｓに対して並列に接続され、寄
生容量Ｃｓと共に共振してケーブル部共振回路１５を構
成するケーブル部用インダクタ９とを備えた。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　伝送媒体を介して通信を行う通信装置において、
　前記伝送媒体の一部と接続または容量結合される受信電極と、
　一端が前記受信電極に接続されたケーブル部と、
　前記ケーブル部の他端に接続され、通信信号帯域で共振して必要な周波数成分を取り出
す受信回路部と、
　前記ケーブル部と前記受信回路部との間に設けられた第１の結合容量と、
　前記ケーブル部と受信回路の基準電位との間に形成される寄生容量に対して並列に接続
され、前記寄生容量と共に共振してケーブル部共振回路を構成するケーブル部用インダク
タとを備えたことを特徴とする通信装置。
【請求項２】
　前記受信電極と前記ケーブル部共振回路との間に第２の結合容量を備えたことを特徴と
する請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記受信電極は複数であり、前記ケーブル部は前記複数の受信電極と前記受信回路部と
を接続し、前記ケーブル部共振回路は前記複数の受信電極に対応して複数設けられており
、
　前記複数の受信電極のうち、前記受信回路部に対して適切な受信電極を接続する受信電
極切替部が設けられたことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の通信装置。
【請求項４】
　前記受信電極切替部が、前記複数の受信電極のうち前記伝送媒体の一部と最も強く接続
または容量結合した受信電極に切り替えることを特徴とする請求項３に記載の通信装置。
【請求項５】
　前記ケーブル部は、同軸ケーブルであることを特徴とする請求項１ないし請求項４のい
ずれかに記載の通信装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、人体のような伝送媒体を介して通信を行う通信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の技術発達に伴い、全く新しい通信方法として人体などに誘導される電界を用いる
通信方法が提案されている。このような通信方法においては、情報信号を変調して得られ
た変調信号に対応した電界を送信器から伝送媒体である人体に付与して、人体を伝送した
電界を受信器において検出し、その電界に対応する情報信号を復調している。
【０００３】
　従来、上記の通信方法を用いた通信装置として、人体を介して受信した情報信号から通
信用の周波数成分を取り出すものが知られている（例えば、特許文献１参照）。この特許
文献１に記載の通信装置は、人体と接続または容量結合する受信電極と、受信電極の後段
に設けられた共振回路とを備えており、人体を介して受信電極から受信した情報信号から
通信用の周波数成分を取り出すように共振回路の共振周波数が設定されている。
【特許文献１】特開２００５－９４４６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載された通信装置は、人体と受信電極との距離に応じて
人体と受信電極との間の静電容量が変動することにより共振回路の共振周波数が不安定に
なり、通信品質が安定しないという問題があった。
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　さらに、応用分野が広がり、通信装置を搭載する機器の大型化に伴い受信電極と共振回
路との間が離れ、配線が長く引き回されている場合には、配線と機器の金属筺体（グラン
ド）との間の寄生容量が大きくなって情報信号が減衰すると共に、外来ノイズが混入しや
すくなり、通信エラーの確立が著しく増大するという問題があった。この場合、同軸ケー
ブルを配線として用いることで外来ノイズの混入を減少させることができるが、芯線とシ
ールドとの間で寄生容量がさらに大きくなって情報信号が大きく減衰するという問題があ
った。
【０００５】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、共振回路における共振周波数を安定
させることができると共に、配線を長く引き回しても情報信号の減衰を抑えることができ
、通信品質を向上させることができる通信装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の通信装置は、伝送媒体を介して通信を行う通信装置において、前記伝送媒体の
一部と接続または容量結合される受信電極と、一端が前記受信電極に接続されたケーブル
部と、前記ケーブル部の他端に接続され、通信信号帯域で共振して必要な周波数成分を取
り出す受信回路部と、前記ケーブル部と前記受信回路部との間に設けられた第１の結合容
量と、前記ケーブル部と受信回路の基準電位との間に形成される寄生容量に対して並列に
接続され、前記寄生容量と共に共振してケーブル部共振回路を構成するケーブル部用イン
ダクタとを備えたことを特徴とする。
【０００７】
　この構成によれば、ケーブル部と受信回路部との間に第１の結合容量を備え、ケーブル
部共振回路と受信回路部とでそれぞれ共振をとるため、受信回路部における人体等の伝送
媒体と受信電極との間の静電容量の変動の影響が減少し、受信回路部における共振動作が
安定する。
　また、ケーブル部共振回路を設け、ケーブル部とグランドとの間に形成される寄生容量
と共にケーブル部用インダクタを共振させるようにしたため、寄生容量による信号の減衰
が抑制される。特に、ケーブル部として同軸ケーブルを用いた場合には、寄生容量による
信号の減衰を抑制すると共に、外来ノイズの混入を防止することができる。
　したがって、人体等の伝送媒体を介して通信する通信装置において通信品質を向上させ
ることができる。
【０００８】
　また本発明は、上記通信装置において、前記受信電極と前記ケーブル部共振回路との間
に第２の結合容量を備えたことを特徴とする。
【０００９】
　この構成によれば、受信電極とケーブル部共振回路との間にさらに第２の結合容量を備
えたため、ケーブル部共振回路における人体等の伝送媒体と受信電極との間の静電容量の
変動の影響が減少し、ケーブル部共振回路の共振動作が安定し、さらに通信品質を向上さ
せることができる。
【００１０】
　また本発明は、上記通信装置において、前記受信電極は複数であり、前記ケーブル部は
前記複数の受信電極と前記受信回路部とを接続し、前記ケーブル部共振回路は前記複数の
受信電極に対応して複数設けられており、前記複数の受信電極のうち、前記受信回路部に
対して適切な受信電極を接続する受信電極切替部が設けられたことを特徴とする。
【００１１】
　この構成によれば、複数の受信電極を切り替えて使用することができる。また、各受信
電極から受信回路部までのケーブル部の長さが異なって寄生容量の大きさが異なる場合で
あっても、各受信電極に対応して設けられたケーブル部共振回路を各寄生容量の大きさを
考慮して設計することにより、受信回路部に対する入力電極が複数の受信電極のうちいず
れの受信電極に切り替えられても、寄生容量による信号の減衰を抑制することができる。
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【００１２】
　また本発明は、上記通信装置において、前記受信電極切替部が、前記複数の受信電極の
うち前記伝送媒体の一部と最も強く接続または容量結合した受信電極に切り替えることを
特徴とする。
【００１３】
　この構成によれば、複数の受信電極を有する場合であっても、複数の受信電極のうち伝
送媒体の一部と最も強く接続または容量結合した受信電極に切り替えて信号が受信される
ため、人体等の伝送媒体がいずれの受信電極に容量結合しても通信することができる。
【００１４】
　また本発明は、上記通信装置において、前記ケーブル部は、同軸ケーブルであることを
特徴とする。
【００１５】
　この構成によれば、寄生容量による信号の減衰を抑制すると共に、外来ノイズの混入を
防止することができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、受信回路部における共振周波数を安定させることができると共に、配
線を長く引き回しても情報信号の減衰を抑えることができ、通信品質を向上させることが
できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明の第１の実施の形態について添付図面を参照して詳細に説明する。図１は
、本発明に係る通信装置の第１の実施の形態を示す図であり、通信システムの概略構成図
である。
【００１８】
　図１に示す通信システム１は、人体２等の伝送媒体を介して情報信号を送受信するもの
であり、人体２に対して情報信号を変調した電界を付与する図示しない送信側の通信装置
と、電界を介して情報信号を伝送する人体２を介して電界を検出し、その電界を情報信号
に復調する通信装置３とから構成されている。
【００１９】
　この通信システム１においては、送信側の通信装置と人体２との間、および通信装置３
と人体２との間は、電気的に容量結合（通信装置３と人体２との間は静電容量Ｃｘ）して
おり、情報信号を変調した電界により情報信号を伝送するようになっている。この場合、
人体２には、変位電流は流れるが定常電流は流れないので、電気的に導通している必要が
ない。したがって、例えば、送信側の通信装置をポケットにいれたままでも、薄い布を介
して送信側の通信装置と人体２との間が容量結合するので、情報信号の伝送が可能である
。
【００２０】
　送信側の通信装置は、搬送波を情報信号で変調する変調回路と、この変調信号を増幅し
、電圧変化に変換する変換回路とを有し、人体２に対して情報信号を変調してなる電界を
付与する。
【００２１】
　通信装置３は、図１に示すように、受信電極５と、受信電極５に接続されたケーブル部
６と、結合用コンデンサ７を介してケーブル部６に接続された受信回路部８と、ケーブル
部６とグランドとの間の寄生容量Ｃｓと共に共振するように設けられたケーブル部用イン
ダクタ９とから構成されている。なお、結合用コンデンサ７は静電容量Ｃｃであり、ケー
ブル部用インダクタ９はインダクタンスＬｓである。
【００２２】
　受信電極５は、平板電極により形成されており、人体２からの電界を受けて人体２の一
部と接続または容量結合されるようになっている。また、受信電極５は、対向する人体２
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との距離に応じて、静電容量が変動するようになっている。
【００２３】
　ケーブル部６は、同軸ケーブルで構成されており、芯線の周囲を、絶縁体を介してシー
ルドで覆い、さらにその周囲を絶縁膜で覆って構成されている。シールドは、芯線を外部
環境から電気的に離隔しており、芯線に対する外来ノイズの混入を防止している。なお、
本実施の形態においては、ケーブル部６を同軸ケーブルで構成したが、この構成に限定さ
れるわけではなく、シールドを有さない銅線ケーブルで構成してもよい。
【００２４】
　受信回路部８は、フィルタとしての共振回路１１を有して構成されており、共振回路１
１の後段には図示しないアンプおよび制御回路が接続されている。共振回路１１は、結合
用コンデンサ７とグランドとの間に並列に接続された共振用インダクタ１３と共振用コン
デンサ１４とから構成されており、通信用の周波数成分に応じた共振周波数が設定されて
いる。受信回路部８は、受信電極５により受信された情報信号から共振回路１１の共振周
波数に応じた周波数成分を取り出し、アンプで増幅してから受信信号処理が行われる。な
お、共振用インダクタ１３はインダクタンスＬ０であり、共振用コンデンサ１４は静電容
量Ｃ０である。
【００２５】
　結合用コンデンサ７は、ケーブル部６と受信回路部８とを容量結合しており、受信電極
５と受信電極５に対向する人体２との間の静電容量の変動による共振回路１１の共振周波
数のシフトを抑制している。ここで、簡単に共振周波数のシフト抑制について説明する。
なお、ここでは説明の便宜上、図１の概略構成図からケーブル部用インダクタ９を除いた
回路構成とし、共振回路１１における共振周波数は１０ＭＨｚに設定されているものとす
る。
【００２６】
　図２は、共振周波数のシフト量の説明図であり、人体２と受信電極５との間の静電容量
Ｃｘが低下した場合（標準状態よりもギャップが大きい場合）を示している。ここで、波
形Ｓ１は結合用コンデンサを設けた上記した便宜上の回路構成における波形、波形Ｓ２は
上記した便宜上の回路構成から結合用コンデンサを除いた比較構成における波形をそれぞ
れ示している。図２から分かるように、波形Ｓ１と波形Ｓ２とを比較すると、共振回路１
１に設定された共振周波数１０ＭＨｚを基準として、波形Ｓ１に示される共振周波数のシ
フト量が波形Ｓ２に示される共振周波数のシフト量に比べて小さく抑えられている。よっ
て、ケーブル部６と受信回路部８との間に結合用コンデンサ７を設けることにより、共振
周波数のシフト量を抑制することが判明した。なお、説明は省略するが、静電容量Ｃｘが
増加した場合（標準状態よりもギャップが小さい場合）にも同様に共振周波数のシフトを
抑制することが判明した。
【００２７】
　図１に戻り、ケーブル部用インダクタ９は、ケーブル部６とグランドとの間で発生した
寄生容量Ｃｓに対して並列に接続されており、寄生容量Ｃｓと共にケーブル部共振回路１
５を構成している。また、ケーブル部用インダクタ９は、受信回路部８の共振回路１１に
おける共振周波数と同値または近接値となるように設計されており、通信用の周波数成分
の減衰を抑制している。すなわち、ケーブル部用インダクタ９と寄生容量Ｃｓとの共振時
には、ケーブル部共振回路１５の抵抗が無限大となり、ケーブル部６が寄生容量Ｃｓを介
してグランドに導通しないため、通信用の周波数成分の減衰が抑制される。
【００２８】
　上記構成を有する通信システム１で通信を行う場合には、送信側の通信装置において人
体２の導電性を示す周波数（数百ｋＨｚ～数十ＭＨｚ）に情報信号が変調され、変調信号
が生成される。この変調信号は、増幅され、電圧変化に変換される。この電圧変化が送信
側の通信装置の電極に印加されることにより、この電極の周囲に変調信号に対応する電界
信号が発生する。そして、この電界信号が人体２に付与され、通信装置３の受信電極５で
受けられる。
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【００２９】
　受信電極５に電界が加わると、受信回路部８の後段の図示しない検出回路で変調信号が
検出される。そして、検出回路の後段に位置する復調回路において、送信側の通信装置で
使用した搬送波を用いて復調して情報信号を取得する。このようにして、人体２を通信媒
体として情報信号の送受信を行っている。
【００３０】
　次に、本発明に係る通信装置における情報信号の減衰抑制効果について説明する。本実
施の形態では、図３に示す３つの回路モデルでシミュレーションを行った。図３（ａ）は
図１の通信システムにおいて結合用コンデンサおよびケーブル部用インダクタを除いた回
路モデル（第１の比較例）であり、図３（ｂ）は図１の通信システムにおいてケーブル部
用インダクタを除いた回路モデル（第２の比較例）であり、図３（ｃ）は図１の通信シス
テムの回路モデル（本発明）である。
【００３１】
　なお、第１の比較例の回路モデルにおいては、共振回路１１の共振周波数が１０ＭＨｚ
となるように共振用インダクタ１３のインダクタンスＬ０を２２．０μＨ、共振用コンデ
ンサ１４の静電容量Ｃ０を１０．０ｐＦとして共振回路１１を構成した。また、人体２と
グランドとの静電容量Ｃｈを１００．０ｐＦ、人体２と受信電極５との静電容量Ｃｘを１
．０ｐＦとし、ケーブル部６とグランドとの間に１０．０ｐＦの寄生容量Ｃｓが形成され
た場合を想定した。そして、交流電源１６の周波数を１０ＭＨｚ、振幅を１．０Ｖｐｐに
設定し、共振回路１１の後段に電圧計１７を設けて出力電圧を計測することによりシミュ
レーションを行った。
【００３２】
　また、第２の比較例の回路モデルにおいては、第１の比較例の回路モデルのケーブル部
６と共振回路１１との間に１．０ｐＦの静電容量Ｃｃを有する結合用コンデンサ７を設け
てシミュレーションを行った。本発明の回路モデルにおいては、第２の比較例の回路モデ
ルの寄生容量Ｃｓに共振するように寄生容量Ｃｓに対して並列に２２．０μＨのインダク
タンスＬｓを有するケーブル部用インダクタ９を設けてシミュレーションを行った。
【００３３】
　図４は、図３（ａ）、（ｂ）、（ｃ）に示される回路モデルによるシミュレーション結
果を示している。図３のシミュレーション結果において、縦軸は出力、横軸は経過時間、
破線Ｗ１は第１の比較例のシミュレーション結果、一点鎖線Ｗ２は第２の比較例のシミュ
レーション結果、実線Ｗ３は本発明のシミュレーション結果をそれぞれ示している。
【００３４】
　第１の比較例と第２の比較例とを比較すると、破線Ｗ１は約０．５μＶの振幅であるの
に対し、一点鎖線Ｗ２は約１０．０μＶの振幅である。よって、ケーブル部６と受信回路
部８との間に結合用コンデンサ７を設けることにより、受信特性を向上させることが判明
した。さらに、第２の比較例と本発明とを比較すると、一点鎖線Ｗ２は約１０．０μＶの
振幅であるのに対し、本発明の実線Ｗ３は約５８．０μＶの振幅である。よって、ケーブ
ル部６と受信回路部８との間に結合用コンデンサ７を設けると共に、ケーブル部６とグラ
ンドとの間に発生する寄生容量Ｃｓと共に共振するように寄生容量Ｃｓに対して並列にケ
ーブル部用インダクタ９を設けることにより、受信特性をさらに向上させることが判明し
た。
【００３５】
　以上のように、本実施の形態に係る通信装置３によれば、ケーブル部６と受信回路部８
との間に結合用コンデンサ７を備え、ケーブル部共振回路１５と受信回路部８の共振回路
１１とでそれぞれ共振をとるため、受信回路部８における人体と受信電極５との間の静電
容量の変動の影響が減少し、受信回路部８の共振回路１１における共振動作が安定する。
また、ケーブル部共振回路１５を設け、ケーブル部６とグランドとの間に形成された寄生
容量Ｃｓと共にケーブル部用インダクタ９を共振させるようにしたため、寄生容量による
情報信号の減衰が抑制される。したがって、人体２を介して通信する通信装置３において
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通信品質を向上させることができる。
【００３６】
　なお、図５に示すように、通信システム２１のケーブル部６と受信回路部８との間に静
電容量Ｃｃ１の結合用コンデンサ２３を設ける他、受信電極５とケーブル部共振回路１５
との間に静電容量Ｃｃ２の結合用コンデンサ２４を設けるようにしてもよい。この構成に
より、結合用コンデンサ２４は、受信電極５と受信電極５に対向する人体２との間の静電
容量Ｃｘの変動よるケーブル部共振回路１５の共振周波数のシフトが抑制される。よって
、ケーブル部共振回路１５の共振動作が安定化し、通信装置２２の通信品質を向上させる
ことができる。
【００３７】
　次に、本発明の第２の実施の形態について説明する。本発明の第２の実施の形態に係る
通信装置は、上述した第１の実施の形態に係る通信装置と複数の受信電極により選択的に
通信可能な点において相違している。したがって、特に相違点についてのみ説明する。
【００３８】
　図６は、本発明に係る通信装置の第２の実施の形態を示す図であり、通信システムの概
略構成図である。図６に示すように、この通信システム３１における通信装置３２は、複
数の受信電極５と、一端が複数に分岐して複数の受信電極５に接続され、他端が結合用コ
ンデンサ７に接続されたケーブル部３３と、結合用コンデンサ７を介してケーブル部３３
に接続された受信回路部８とを備えている。また、ケーブル部３３から分岐した各枝ケー
ブル３４には、各枝ケーブル３４とグランドとの間の寄生容量Ｃｓと共に共振するケーブ
ル部用インダクタ９と、各受信電極５と受信回路部８とを電気的に離接するスイッチ部３
５とが設けられている。
【００３９】
　各スイッチ部３５は、図示しない制御部により制御されており、この制御部は、複数の
受信電極５をスキャンして最も強く電界を受けている受信電極５を調査して、この最も強
く電界を受けている受信電極５と受信回路部８とを接続するようにスイッチ部３５を切り
換えている。この構成により、複数の受信電極５のうち人体２の一部と接続または容量結
合した受信電極５に切り替えて情報信号が受信されるため、人体２がいずれの受信電極５
に容量結合しても通信することが可能となる。なお、請求項に記載の受信電極切替部は、
本実施の形態における複数のスイッチ部３５と、制御部とにより構成されている。
【００４０】
　以上のように、本実施の形態に係る通信装置３によれば、各受信電極５から受信回路部
８までの枝ケーブル３４の長さが異なって寄生容量Ｃｓの大きさが異なる場合であっても
、各受信電極５に対応して設けられたケーブル部共振回路１５を各寄生容量Ｃｓの大きさ
を考慮して設計することにより、受信回路部８に対する入力電極が複数の受信電極５のう
ちいずれの受信電極５に切り替えられても、寄生容量Ｃｓによる情報信号の減衰を抑制す
ることができる。
【００４１】
　また、今回開示された実施の形態は、全ての点で例示であってこの実施の形態に制限さ
れるものではない。本発明の範囲は、上記した実施の形態のみの説明ではなくて特許請求
の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内での全ての変更が含ま
れることが意図される。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　以上説明したように、本発明は、受信回路部における共振周波数を安定させることがで
きると共に、配線を長く引き回しても情報信号の減衰を抑えることができ、通信品質を向
上させることができるという効果を有し、特に人体のような伝送媒体を介して通信を行う
通信装置に有用である。
【図面の簡単な説明】
【００４３】



(8) JP 2010-45570 A 2010.2.25

10

20

30

【図１】本発明に係る第１の実施の形態を示す図であり、通信システムの概略構成図であ
る。
【図２】本発明に係る第１の実施の形態を示す図であり、共振周波数のシフト量の説明図
である。
【図３】本発明に係る第１の実施の形態を示す図であり、（ａ）は図１の通信システムに
おいて結合用コンデンサおよびケーブル部用インダクタを除いた回路モデル、（ｂ）は図
１の通信システムにおいてケーブル部用インダクタを除いた回路モデル、（ｃ）は図１の
通信システムの回路モデルである。
【図４】本発明に係る第１の実施の形態を示す図であり、図３（ａ）、（ｂ）、（ｃ）に
示される回路モデルによるシミュレーション結果である。
【図５】本発明に係る第１の実施の形態の変形例を示す図である。
【図６】本発明に係る第２の実施の形態を示す図であり、通信システムの概略構成図であ
る。
【符号の説明】
【００４４】
　１、２１、３１　通信システム
　２　人体（伝送媒体）
　３、２２、３２　通信装置
　５　受信電極
　６、３３　ケーブル部
　７、２３　結合用コンデンサ（第１の結合容量）
　８　受信回路部
　９　ケーブル部用インダクタ
　１１　共振回路
　１３　共振用インダクタ
　１４　共振用コンデンサ
　１６　交流電源
　１７　電圧計
　２４　結合用コンデンサ（第２の結合容量）
　３４　枝ケーブル
　３５　スイッチ部
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